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先
月
号
の
広
報
み
と
よ
で
、
平
成
21
年
10

月
以
降
に
支
払
わ
れ
る
公
的
年
金
か
ら
、
住

民
税
が
特
別
徴
収
（
天
引
き
）
さ
れ
る
こ
と

を
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。
現
在
、
納
付
書
ま

た
は
口
座
振
替
で
納
め
て
い
る
住
民
税
は
、

公
的
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。�

　
今
月
号
で
は
、
内
容
に
つ
い
て
、
よ
り
詳

し
く
お
知
ら
せ
し
ま
す
。�

��

　
老
齢
基
礎
年
金
・
老
齢
厚
生
年
金
・
退
職

共
済
年
金
等
（
障
害
年
金
や
遺
族
年
金
は
対

象
外
）�

　
な
お
、
複
数
の
公
的
年
金
の
給
付
を
受
け

て
い
る
人
の
場
合
、
そ
の
給
付
額
の
多
少
に

関
わ
ら
ず
、
年
金
天
引
き
を
行
う
公
的
年
金

に
つ
い
て
優
先
順
位
が
決
め
ら
れ
て
い
て
、

高
順
位
の
公
的
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。�

��

　
前
年
中
に
対
象
と
な
る
公
的
年
金
の
支
払

い
を
受
け
て
い
る
65
歳
以
上
の
人
（
特
別
徴

収
す
る
年
度
の
4
月
1
日
に
対
象
と
な
る
公

的
年
金
の
支
払
い
を
受
け
て
い
る
人
）
で
、

次
の
す
べ
て
の
条
件
に
該
当
す
る
人
。�

①
対
象
と
な
る
公
的
年
金
の
給
付
額
が
年
額�

　
18
万
円
以
上
で
あ
る�

②
当
該
年
度
の
年
金
天
引
き
額
が
、
対
象
と

　
な
る
公
的
年
金
給
付
額
の
年
額
を
超
え
な

　
い�

③
介
護
保
険
料
が
年
金
天
引
き
さ
れ
て
い
る�

��

　
住
民
税
額
の
う
ち
、
公
的
年
金
に
対
し
て

課
税
さ
れ
る
税
額
の
み
が
年
金
天
引
き
さ
れ

ま
す
。�

��(
年
金
に
対
す
る
税
額
の
み)

��

　
年
度
の
途
中
で
次
の
状
態
に
な
っ
た
場
合

は
、
年
金
天
引
き
が
で
き
な
く
な
り
、
現
金

納
付
ま
た
は
口
座
振
替
に
変
更
さ
れ
ま
す
。�

①
市
外
に
転
出
し
た
場
合�

②
死
亡
し
た
場
合�

③
所
得
額
お
よ
び
所
得
控
除
額
の
修
正
な
ど

　
に
よ
り
、
公
的
年
金
に
か
か
る
税
額
が
変

　
更
に
な
っ
た
場
合�

④
年
金
の
支
給
停
止
や
支
払
額
不
足
な
ど
に

　
よ
り
天
引
き
が
で
き
な
か
っ
た
場
合�

　
ま
た
、
年
度
の
途
中
で
退
職
等
に
よ
り
給

与
天
引
き
が
で
き
な
く
な
っ
た
場
合
も
、
上

記
の
③
に
該
当
す
る
よ
う
に
な
り
ま
す
の
で
、

年
金
天
引
き
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。�

��

　
こ
れ
ま
で
住
民
税
が
全
額
給
与
天
引
き
さ

れ
て
い
た
人
も
、
公
的
年
金
に
対
し
て
課
税

さ
れ
る
税
額
に
つ
い
て
は
、
給
与
天
引
き
か

ら
切
り
離
さ
れ
て
、
年
金
か
ら
の
天
引
き
に

な
り
ま
す
。�

��

　
65
歳
未
満
の
人
は
年
金
天
引
き
の
対
象
で

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
制
度
の
改
正
に
よ
り
、

公
的
年
金
に
対
し
て
課
税
さ
れ
る
税
額
は
給

与
か
ら
天
引
き
が
で
き
な
く
な
り
、
普
通
徴

収
に
変
更
さ
れ
ま
す
。�

�

　
こ
の
制
度
は
地
方
税
法
第
3
2
1
条
の
7

の
2
に
定
め
ら
れ
て
お
り
、
本
人
の
申
し
出

等
に
よ
り
中
止
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。�

　
ま
た
、
こ
の
制
度
は
住
民
税
の
納
付
方
法

が
変
更
さ
れ
る
と
い
う
も
の
で
あ
り
、
こ
の

制
度
の
た
め
に
住
民
税
が
増
税
さ
れ
る
こ
と

は
決
し
て
あ
り
ま
せ
ん
。�

���

　
住
民
税
（
市
・
県
民
税
）
納
税
通
知
書
は
、

こ
れ
ま
で
は
6
月
初
旬
に
お
届
け
し
て
い
ま

し
た
が
、
公
的
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収
（
年

金
天
引
き
）
制
度
の
影
響
に
よ
り
、
10
日
ほ

ど
遅
く
な
り
ま
す
。
ご
迷
惑
を
お
か
け
し
ま

す
が
、
ご
理
解
く
だ
さ
い
。�

▼
問
い
合
わ
せ�

　
税
務
課
　
☎
73
・
3
0
0
6

　
社
会
保
険
庁
で
は
、
今
年
4
月
か
ら
、
国

民
年
金
・
厚
生
年
金
の
現
役
加
入
者
の
皆
さ

ん
に
対
し
「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」
を
毎
年
の

誕
生
月
に
お
送
り
し
て
い
ま
す
。�

　
お
知
ら
せ
内
容
は
、
「
こ
れ
ま
で
の
年
金

加
入
期
間
と
年
金
加
入
履
歴
」
「
加
入
実
績

に
応
じ
た
年
金
見
込
額
」
「
こ
れ
ま
で
の
年

金
保
険
料
の
納
付
額
」
な
ど
で
す
。�

　
届
い
た
「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」
で
年
金
記

録
を
確
認
し
、
年
金
記
録
に
「
も
れ
」
や
「
誤

り
」
が
あ
っ
た
場
合
は
、
同
封
の
回
答
票
で

回
答
を
お
願
い
し
ま
す
。�

受
付
時
間�

・
月
〜
金
曜
日�

　
午
前
9
時
〜
午
後
8
時
ま
で�

・
第
2
土
曜
日�

　
午
前
9
時
〜
午
後
5
時
ま
で�

▼
問
い
合
わ
せ�

　
社
会
保
険
庁�

　
「
ね
ん
き
ん
定
期
便
専
用
ダ
イ
ヤ
ル
」�

　
☎
0
5
7
0
（
0
5
8
）
5
5
5
�

　
Ｉ
Ｐ
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
か
ら
は�

　
☎
0
3
（
6
7
0
0
）
1
1
4
4�

�

　
農
業
者
年
金
の
経
営
移
譲
年
金
や
農
業
者

老
齢
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る
人
は
、
現
況

届
を
必
ず
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。�

現
況
届
が
手
元
に
届
く
時
期
は
？�

　
現
況
届
の
用
紙
は
、
農
業
者
年
金
基
金
か

ら
、
5
月
末
ご
ろ
に
直
接
受
給
権
者
本
人
あ

て
に
送
付
し
て
い
ま
す
。�

現
況
届
の
提
出
時
期
は
？�

　
6
月
1
日
（
月
）
か
ら
6
月
30
日
（
火
）

ま
で
に
農
業
委
員
会
事
務
局
ま
た
は
各
支
所

事
業
課
、
高
瀬
事
業
課
へ
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。�

現
況
届
の
提
出
を
忘
れ
る
と
？�

　
現
況
届
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
年
金
の

支
払
い
が
差
し
止
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。�

▼
問
い
合
わ
せ
　�

　
農
業
委
員
会
事
務
局
　
☎
62
・
1
1
3
7

対
象
と
な
る
公
的
年
金�

天
引
き
の
対
象
と
な
る
人�

年
金
天
引
き
の
対
象
と
な
る
税
額�

年
金
天
引
き
の
中
止
に
つ
い
て�

給
与
か
ら
の
特
別
徴
収
（
給
与
天
引
き
）�

住
民
税
（
市
・
県
民
税
）
の
納
税
通
知
書�

の
送
付
時
期
が
遅
く
な
り
ま
す�

６５
歳
未
満
の
人
は�

平
成
　２１
年
度
以
降
の
納
付
方
法
と
税
額�

平成21年度（または年金天引き1年目）

現金または口座振替�
（上半期）�

年金天引き�
（下半期）�

6月（1期）� 8月（2期）� 10月� 12月� 2月�

年税額の1／4ずつ� 年税額の1／6ずつ�

平成22年度以降（または年金天引き2年目以降）

仮　徴　収（上半期）� 本　徴　収（下半期）�

年　金　天　引　き�

10月� 12月� 2月�4月� 6月� 8月�

それぞれ同年の2月に�
年金天引きした額と同額�

年税額から仮徴収額を�
差引いた残額の1／3ずつ�

ね
ん
き
ん
定
期
便
が
届
い
た
ら
確
認
を�

農
業
者
年
金
の
現
況
届
は
忘
れ
ず
に
提
出
を
！�

口座振替日および納期限�

6月30日（火）�
☆納付には口座振替が便利です。�
☆全期前納の人で口座振替ができなかっ
　た場合は、期別振替に変更となります
　のでご了承ください。�

新築住宅（長期優良住宅）は�
固定資産税を減額することができます�

新築住宅の固定資産税は、次のとおり一定期間減額されますが、「長期優良住宅の普及の促進に
関する法律」の施行により長期優良住宅の認定を受けた新築住宅は、減額期間が延長されます。�

問い合わせ　税務課　☎73－3006▼
�

問い合わせ　税務課　☎73－3006▼
�

①減額期間�

②減額割合�

③減額要件�

④申告書類�

⑤申告期限�

・税額の1／2　　　　　　※ただし、1戸あたり120㎡相当分まで（居住部分に限る）�

・新築工事の完了日から翌年の1月31日までに税務課へ申告してください。�

長期優良住宅の認定を受けていない住宅� 認定を受けた長期優良住宅�
【一般住宅】�
　　　　　　新築の翌年度から　3年間� 5年間に延長�

【3階建以上の耐火住宅】�
　　　　　　新築の翌年度から　5年間�

　・固定資産税（新築住宅）減額申告書�
　・長期優良住宅の場合には認定長期優良住宅であることを証する書類�

【共通事項】�
　・床面積が50㎡（１戸建以外の賃貸住宅は40㎡）以上280㎡以下�
　・居住部分が1／2以上あること�
【長期優良住宅要件】�
　・長期優良住宅の認定を受けて新築したもの�
　・平成21年6月4日（法の施行日）　～　平成22年3月31日までに新築したもの�

【長期優良住宅要件】�
　・長期利用できる質の高い住宅の建設を促進するために定めた、耐久性、耐震性等の一定�
　　基準を満たすものとして認定を受けて建設される住宅であり、認定先は県住宅課です。�

7年間に延長�

6月は、市県民税（全期前納�
および第１期分）の納付月です�


